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１. 本稿ではデジタル貿易における日本の状況と主要地域の特徴を概観した。日本の「デジ

タル貿易」は特に 19年頃から赤字額が拡大している。 

２. 世界全体では、23 年のサービス輸出は約 7.9兆ドル（なお、財輸出は約 25兆ドル）で、

このうちデジタル輸出は 2 割強を占める。コロナ禍後、この比率はそれまでよりもやや

上昇している。 

３. デジタル貿易の規模が大きい国は、アイルランド、インド、中国、米国、英国であり、特

にアイルランドやインドは経済規模と比較してもデジタル輸出が大きい。オランダやド

イツは日本と同様にデジタル貿易が赤字であり、赤字額も相対的に大きいが、アイルラ

ンドのデジタル収支が大幅な黒字であるため、ＥＵ全体として捉えると、ＥＵ域外に対

するデジタル黒字となっている。 

４. アイルランドやインドの事例は日本のデジタル貿易の競争力を向上させる観点からは参

考になりにくい。 
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（ 「デジタル赤字」とは ） 

日本の「デジタル赤字」が拡大している。また、ＷＴＯなどの国際機関でも、「デジタル貿易」を

補足する取り組みがなされている1。ＷＴＯなどの言う「デジタル貿易」はデジタルで発注または納

品（digitally ordered and/or digitally delivered）される貿易であり、日本で言われる「デジ

タル赤字」よりも広範囲な概念ではあるが2、国境をまたぐサービス取引の増加によって、財貿易で

はないサービス貿易への注目度は世界的に高まっている3。 

日本の「デジタル赤字」は、コンピュータサービス（ゲームのサブスクリプション、クラウドサ

ービス、ウェブ会議システム利用料等）、著作権等利用料（動画などのコンテンツ配信関連等）、専

門・経営コンサルティングサービス（インターネット広告スペース利用料等）といったサービス収

支の赤字が大きい分野を指す（表紙図表 1・図表 4）4。日本の場合、「デジタル赤字」でも、より広

範囲の概念としてＷＴＯが集計している「デジタル納品サービス収支」のいずれでも、19年頃から

赤字が拡大している（図表 5）。特にコロナ禍後は、ヒトの動きが制限されるなかで、物理的な接触

を限定できるデジタル関連のサービス貿易が広く行われている可能性もある。 

（図表 4） 

 

（図表 5） 

 

 

本稿では、「デジタル貿易」について、世界および取引が大きい地域の状況を概観する。なお、以

下では「デジタル貿易（輸出・輸入・赤字・黒字・収支）」と言った場合、日本で使われるコンピュ

ータサービス、著作権等利用料、専門・経営コンサルティングサービスの項目の合計を指すことと

するが、データ取得の制約のため、以下で確認する多くのデータからは著作権等利用料が除かれて

いる5。また、専門・経営コンサルティングサービスは、日本のサービス輸入としてはインターネッ

ト広告が代表的な取引として考えらているが、その他のコンサルティングサービスに関する取引も

 
1 例えば、IMF-OECD-UNCTAD-WTO（2024）, Handbook on Measuring Digital Trade。 
2 例えば、財貿易でも注文がオンラインであればデジタル発注に該当するため、ＷＴＯなどのデジタル貿易に該当することになる。デ

ジタルによる納品がなされるサービスも、保険・年金サービスなど日本で使われる「デジタル赤字」よりも広範囲の対象を含む。デジ

タル納品サービスについてはＷＴＯの Digitally delivered services trade dataset も参照。 
3 例えば、内閣府（2024）「令和６年度 年次経済財政報告 ―熱量あふれる新たな経済ステージへ―」の第 1章第 1節。財務省

（2024）「国際収支から見た日本経済の課題と処方箋 報告書」など。デジタル関連収支に通信サービス（インターネットなど通信手

段の利用代金）および情報サービス（ニュース配信といった、音声・映像やソフトウェア以外のコンテンツ代金等）も含めることもあ

るが、日本においてはこれらの金額はそれほど大きくない（図表 1参照）。例えば、松瀬澪奈、齋藤誠、森下謙太郎（2023）「国際収支

統計からみたサービス取引のグローバル化」『日銀レビュー』2023年 8 月や、内閣府（2023）「日本経済 2022-2023 －物価上昇下の本

格的な成長に向けて－」の第 1 章第 1 節コラム 1-1。 
4 上記脚注 1の内閣府および財務省の資料では、デジタル関連サービスとしてこれらを上げている。 
5 知的財産権等使用料の細目である「著作権等利用料」は日本独自の項目である。日本の国際収支統計では、知的財産権等使用料を著

作権等利用料と産業財産権等使用料に区分している。前者は赤字だが、後者は特許権など日本に強みがある領域であり、大幅な黒字と

なっているため、「デジタル赤字」と言った場合は後者が除かれている（図表 1・4 も参照）。ただし、知的財産権等使用料の細目デー

タが入手できる国・地域は限られており、以下で見る多くのケースでは、デジタル収支として知的財産権等使用料は含まれていない。

ただし、統計によっては、知的財産等使用料の細目として「コンピュータソフトウェアにかかるライセンス料」および「音響・映像関

連製品にかかるライセンス料」が利用できる場合がある。これらの数値が利用できる場合には、著作権等利用料の代わりにこれらの合

計を用いている。 
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含まれている。必ずしも日本で言う「デジタル収支」のイメージとは合致しない取引が含まれ、地

域によってはそれらの取引比率が大きい可能性がある点には留意が必要である6。 

 

（ デジタル貿易の規模と特徴的な地域 ） 

まず、世界のデジタル収支の規模を確認する。 

ＵＮＣＴＡＤのデータベースによれば、23

年の世界全体のサービス輸出は約 7.9 兆ドル

である。なお、財輸出は 25 兆ドル程度で、サ

ービス輸出は財輸出の 30％程度の規模となっ

ている7。このサービス輸出のうち、デジタル

輸出に関する項目は、コンピュータサービス輸

出が 9160億ドル（サービス輸出に占める比率

は 11.6％）、専門・経営コンサルティングサー

ビス輸出が 8824億ドル（同 11.2％）となる（知

的財産権等使用料の内訳が不明であるため、著

作権等利用料に相当する金額は除外）。これらの 2 項目を合わせたデジタル輸出はサービス輸出の

2 割強を占めている。近年、この比率は緩やかに上昇を続けており、コロナ禍後には、上昇トレン

ドを上回る伸びを見せている（図表 6）。 

 

このデジタル貿易（グロスの金額）あるいは収支差（ネットの金額）の大きい国を抽出すると図

表 7のようになる。 

（図表 7） 

 

 

アイルランド、インド、中国、米国、英国は取引規模が大きく、収支差も黒字となっている。中

国や米国は経済規模が大きく、それに比例する形でデジタル貿易の規模が大きくなっていると言え

るが、アイルランドやインド、英国は経済規模と比較してもデジタル貿易の規模が大きい。 

 

アイルランドは法人税率の低さ（12.5％）から、グーグルやアップル、フェイスブックなどグロ

ーバルＩＴ企業が重要拠点を設け、各国に提供したサービスに対して、ライセンス料などの形で利

 
6 飯塚信夫「サービス収支赤字拡大の主因～「デジタル赤字」って大きいの？」『note』2023 年 2月 9 日（24年 8月 27日アクセス）

も参照。 
7 ＩＭＦのデータベースによると、22 年の世界全体の財輸出は約 24.3兆ドル、サービス輸出は約 7.1 兆ドルである。経常収支で財・

サービス収支以外の大きな項目である、第一次所得の受取額は約 5.4 兆ドルとなっている。 
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益を集約し、税負担を軽くしているとされる8。近年はこうしたグローバル大企業の節税策に対し、

サービスを利用国への課税権の配分や、15％という最低税率の設定（いわゆるグローバル・ミニマ

ム課税）9の動きが進んでいる10。こうした動きは軽課税国のメリットを軽減させるが、アイルラン

ドは単なる帳簿上の拠点ではなく、ＩＴ人材が豊富であることや公用語が英語であることなどを背

景にＩＴ関連サービスが集積しており、アイルランドの競争力とデジタル輸出を行う上での強みを

維持させていると見られる。例えば、アイルランドは欧州におけるデータセンターの一大集積地で

もあり、ＩＴ化が進むなか、その存在感が増している11。アイルランドは 10 年代半ば以降、グロー

バルＩＴ企業の規模拡大と平仄を合わせる形で、世界全体のデジタル輸出に占める比率を高めてい

る（図表 8）。 

（図表 8） 

 

（図表 9） 

 

 

アイルランドのサービス輸出は、分類で見るとその太宗がコンピュータサービスに区分される。

地域別には欧州向け（ＥＵ主要国や英国向け）の輸出シェアが緩やかに低下する一方で、米国向け

のシェアが増えている（図表 9）。日本向けや中国向けのシェアは全体から見れば限定的であるが、

傾向としては、緩やかに増加しているおり、全体として、ＥＵの域外への輸出が増える傾向にある。

なお、日本の統計から地域別のコンピュータサービス輸入12を見ると、米国からの輸入と欧州から

の輸入が拮抗した形となっており、中国（香港含む）からの輸入も 10％弱のシェアを有している

（図表 10）。日本の統計ではアイルランドからのサービス輸入額は公表されていないが、アイルラ

ンドのコンピュータサービス輸出の拡大に伴い、アイルランドの日本向け輸出も増加していると考

えられる。ただし、アイルランドはコンピュータサービスのみに注目すると大幅な黒字であるが、

グローバル企業の本国への資金還流（ロイヤリティ・ライセンス（知的財産権等使用料に相当））が

大きく、また、サービス収支全体で見ると必ずしも黒字という訳ではない（図表 11）13。 

 
8 日本経済新聞「GAFA の税負担、なぜ軽い？ ビジュアル解説」2021 年 5月 13 日（24年 8 月 27 日アクセス）。なお、本文ではライセ

ンス料と記載しているが、後述するようにアイルランドはロイヤリティ・ライセンスの収支に関しては圧倒的に支払が多い。アイルラ

ンドへの利益集約が国際収支統計におけるライセンス・ロイヤリティ（知的財産権等使用料）として計上されているかは不明である。 
9 財務省「「国際課税」を知ろう」『もっと知りたい税のこと 令和 4年 6 月』（24 年 8月 27 日アクセス）。 
10 グローバル企業の提供するサービスについて、かつては契約相手が日本法人ではなく、売上も日本現法で計上していなかったが、最

近では日本現法と契約し、売上を計上する動きが見られる（例えば、日本経済新聞「米 IT、日本で直接納税 アマゾンが法人税 150

億円納付」2019 年 12月 29日（24年 8 月 27 日アクセス））。 
11 例えば、アマゾンはアイルランドでのクラウドサービス（ＡＷＳ）事業が多くの雇用を生み出し、経済成長にも貢献していることを

アピールしている（Amazon, Five ways AWS data centres benefit local communities in Ireland, October 26, 2023（24年 8月 27

日アクセス））。一方で、その成長の速さから電力需要のひっ迫といった課題も指摘される（例えば、Kenza Bryan, Data centres 

curbed as pressure grows on electricity grids, February 12 2024（24年 8 月 27 日アクセス））。 
12 地域別で入手可能なデータの制約上、通信・コンピュータ・情報サービスの輸入合計とそれに対するシェアを記載している。ただ

し、通信・コンピュータ・情報サービス輸入のほとんどがコンピュータサービス輸入である。 
13 アイルランドとオランダを利用した節税スキーム（いわゆるダブルアイリッシュ・ウィズ・ア・ダッチサンドイッチ）が利用できな

くなって以降、アイルランド統計ではロイヤリティ・ライセンス支出のうち米国向けが 7割以上を占める。しかし、米国の統計では補

足できておらず、資金の流れが不透明な部分もある（Ana Maria Santacreu and Samuel Moore, Unpacking Discrepancies in 

American and Irish Royalty Reporting, Federal Reserve Bank of St. Louis, On the Economy Blog, August 08, 2024（24 年 8月
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ＥＵ主要国

英国
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中国
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https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC086QY0Y1A400C2000000/
https://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei0406/07.htm#a01
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO53989080Z21C19A2MM8000/
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO53989080Z21C19A2MM8000/
https://www.aboutamazon.eu/news/aws/five-ways-aws-data-centres-benefit-local-communities-in-ireland
https://www.ft.com/content/53accefd-eca7-47f2-a51e-c32f3ab51ad5
https://www.ft.com/content/53accefd-eca7-47f2-a51e-c32f3ab51ad5
https://www.stlouisfed.org/on-the-economy/2024/aug/unpacking-discrepancies-american-irish-royalty-reporting?
https://www.stlouisfed.org/on-the-economy/2024/aug/unpacking-discrepancies-american-irish-royalty-reporting?
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インドは安価な労働力と人材を背景に、ＩＴ関連サービス、ソフトウェア開発に強みを持ち、コ

ールセンターや経理処理、ＩＴシステム支援といった大手企業の業務の一部受託、いわゆるＢＰＯ

（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）を積極的に行っており、この分野で大幅な黒字を計上

している14。 

（図表 10） 

 

（図表 11） 

 

 

アイルランドは税制上のメリットをきっかけに重要拠点としての地位を確立する一方、インドは

人件費メリットをきっかけにＩＴ関連業務の受託を増やしてきたと言える。共通点としては、いず

れも英語圏でであり、ＩＴ人材の蓄積が進んでいる点が挙げられる。なお、最近はインドが強みと

するデジタル貿易分野が生成ＡＩによって代替される可能性を指摘する声が聞かれるなど15、生成

ＡＩによるデジタル貿易への影響は今後の注目点でもある。 

英国は、本稿での区分上デジタル輸出に分類される大部分が専門・経営コンサルティングサービ

スであるが、特に経営コンサルティングや広報サービスのシェアが大きい。日本のデジタル輸入で

大きいと見られる広告サービス（ウェブサイト等）など、「デジタル」としてイメージされるシェア

は限定的となっている可能性がある（米国も同様の傾向）。 

（図表 12） 

 

（図表 13） 

 

 

収支差に注目すると、日本のほか、オランダやドイツでも収支差がマイナス（赤字）となってい

る（前掲図表 7）。ただし、オランダやドイツはＥＵの一部でＥＵ域内での取引規模も大きく（サー

ビス貿易自体も約半分は域内）、ＥＵ域外とのデジタル輸出入に限定すれば、ドイツ、オランダとも

 
27 日アクセス））。 
14 米国との時差（グローバルなシフト制を構築することで 1 日の合計稼働時間が長くなる）もメリットとして言及されることがある。 
15 例えば、Benjamin Parkin and Chris Kay, AI could kill off most call centres, says Tata Consultancy Services head, 

Financial Times, April 25 2024（24年 8 月 27 日アクセス）、Megha Mandavia「AI で激震、インドのアウトソーシング業界」『The 

Wall Street Journal（日本語）』2024年 8 月 14 日（24年 8月 27日アクセス）など。 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

1
4
/
3

1
4
/
9

1
5
/
3

1
5
/
9

1
6
/
3

1
6
/
9

1
7
/
3

1
7
/
9

1
8
/
3

1
8
/
9

1
9
/
3

1
9
/
9

2
0
/
3

2
0
/
9

2
1
/
3

2
1
/
9

2
2
/
3

2
2
/
9

2
3
/
3

2
3
/
9

2
4
/
3

日本の通信・コンピュータ・情報サービス輸入と地域別シェア

（％）

（四半期）

（注）中国は香港を含む

（資料）日銀

（億円）

欧州
米国

中国

通信・コンピュータ・情報サービス（金額、右軸） ▲ 2,500

▲ 2,000

▲ 1,500

▲ 1,000

▲ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2
0
0
3

2
0
0
5

2
0
0
7

2
0
0
9

2
0
1
1

2
0
1
3

2
0
1
5

2
0
1
7

2
0
1
9

2
0
2
1

うちその他サービス収支

うちロイヤリティ・ライセンス

うちコンピュータサービス

サービス収支

（億ユーロ）

（注）域内と域外の双方を含む

（資料）ＣＳＯ

アイルランドのサービス収支

（暦年）

コンピュータサービス

ロイヤリティ・ライセンス

収入：€1957億

うち50％が欧州

うち27％がアジア

支出：€1359億

うち75％が米国*

（*）本文脚注も参照

〈2022年の主要項目〉

アイルランド

▲ 800

▲ 600

▲ 400

▲ 200

0

200

400

600

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

ＥＵ域外 その他サービス収支
ＥＵ域外 デジタル収支
ＥＵ域内 その他サービス収支
ＥＵ域内 デジタル収支

（億ユーロ）

（注）受取から支払を除いた収支の金額で一部推計値

デジタル輸出はコンピュータサービスと専門・経営コンサルティングサービスの合計

（資料）Eurostat

ドイツのサービス収支・デジタル収支

（暦年）

デジタル収支（域内外合計）

▲ 800

▲ 600

▲ 400

▲ 200

0

200

400

600

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

ＥＵ域外 その他サービス収支 ＥＵ域外 デジタル収支

ＥＵ域内 その他サービス収支 ＥＵ域内 デジタル収支

（億ユーロ）

（注）受取から支払を除いた収支の金額で一部推計値

デジタル輸出はコンピュータサービスと専門・経営コンサルティングサービスの合計

（資料）Eurostat

オランダのサービス収支・デジタル収支

（暦年）

デジタル収支（域内外合計）
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に域内外を合計したデジタル赤字よりも縮小する（図表 12・13）。また、ＥＵは先ほど見たアイル

ランドという世界最大のデジタル黒字国を有している。ドイツは財輸出を伸ばす一方でアイルラン

ドはデジタル輸出を伸ばすといった、比較優位の観点から地域別の強みを活かした分業が進んでお

り、その結果、アイルランド以外の国のデジタル収支が赤字化しているという捉え方もできるだろ

う。ＥＵ全体で捉えれば、ＥＵ域外に対して大幅なデジタル黒字を計上している（図表 14、前掲図

表 2・3）。 

 

（ まとめ ） 

以上、デジタル収支についてデジタル貿易、

あるいは収支の大きな国について概観してき

た。 

最後に、デジタル収支は、経常収支（財・サ

ービス収支と所得収支）の一部であることを踏

まえて、改めて、主要国（日本、英国、米国、

中国、ＥＵ）における規模感を再確認すると、

デジタル輸出入はいずれの国でも財貿易やサ

ービス貿易全体の規模と比較すれば限定的である（表紙図表 2・3）。ただし、収支額では英国、米

国、中国、ＥＵ（対域外）で黒字であり、特に英国や米国では財貿易が赤字であるため、国外から

の収益源として一定の存在感があると考えられる。 

日本は、主要先進国のなかでデジタル赤字の規模が大きく、この領域の競争力は相対的に低いと

言える。デジタル貿易が盛んなアイルランドやインドでは英語という言語の利点や、人材や産業集

積の強みを活かし競争力を伸ばしている。日本は、母国語が日本語であるなど、グローバルにサー

ビスを展開する上で一定の壁があるため、これらの国を見本にして、デジタル貿易の競争力を迅速

に向上させることは難しいように思われる。一方で、デジタル貿易分野の競争力が低くても、これ

ら海外のサービスを利用して日本の強みのある分野で競争力を伸ばし成長すれば、日本にとっても

メリットとなる。したがって、デジタル赤字は必ずしも問題とはいえないが、23年の財・サービス

貿易を見ると、日本は財もサービスも赤字であり、過去に競争力のあったものづくりの分野を含め

て、輸出全体でみた競争力の低下も懸念される状況にある。デジタル赤字は、経済のデジタル化が

進む中で日本がどの産業、経済分野で競争力を高めていくべきかを改めて問うきっかけを提供して

いると思われる。 

 

 

 

（図表 14） 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報

提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものでもありません。 
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